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新型コロナウイルス禍の在宅勤務需要で価
格が急騰した「ウッドショック」以前の水
準に戻った。住宅ローン金利の上昇で住宅
需要が落ちているためだ。価格の急反発を
見込む声は少なく、住宅市場の停滞。

カナダの針葉樹製材の輸出先は米国が主力
だ。米国で住宅需要が落ち込んでいるため、
荷余り感が強まった。ロシアのウクライナ
侵攻による供給懸念で日本の商社などが欧
州材の輸入を増やしたのも、カナダ産の買
い控えにつながった

ここで大事になるのは
サプライチェーンの考え方
遠い場所からと近い場所から
どちらが自然環境に悪いか

炭素税等の考え方



2022年12月6日
[ブリュッセル６日ロイター] - 欧州連合（ＥＵ）加盟国と欧州議会は６日、

森林破壊に関連した大豆、牛肉、コーヒーなどの商品を域内で販売することを防止する法案について
合意した。
企業がＥＵ域内で商品を販売する際に、自社のサプライチェーンが世界各地の森林破壊に関与してい
ないことを証明する必要がある。違反した場合は罰金が科せられる。
大豆、牛肉、パーム油、木材、ココア、コーヒーのほか、皮革、チョコレート、家具などの加工品に
適用される。欧州議会の要請でゴム、木炭、一部のパーム油由来製品も対象となった。

企業は商品がいつどこで生産されたかや、森林破壊がないことを「検証可能」な情報として示す必要
がある。また商品の生産過程で先住民の権利が尊重されていることも示さなければならない。
違反した場合はＥＵ域内の売上高の最大４％に相当する罰金が科せられる可能性がある。
ＥＵと欧州議会が法律を正式に承認し、２０日後に発効が可能となる。
一部の規則は１８カ月間の時限措置とする。

ＥＵ、森林破壊に関係した商品の販売防止へ新法で合意



2050年

2040年

2035年

2030年

2025年

2050年
カーボンゼロ

脱炭素社会ロードマップ

・ロードマップを認識し、
住宅産業の未来ビジョンを計画

・住関連事業社の改革時期が迫っている

⚫ コンパクト分譲住宅
⚫ エコロジカルタウン
⚫ グリーンビレッジタウン

⚫ 高性能住宅標準化時代
⚫ EV車販売義務化…自動運転時代
⚫ 自給自足住宅時代・災害対策済み時代

⚫ 住宅性能アップ時代へ突入
⚫ HEAT20 G3
⚫ ストック市場拡大時期に入る
⚫ エネルギーリフォーム主役時代

⚫ 省エネ適合義務化・実質ZEH義務化時代
⚫ 前年の2024年４月に新たな省エネ・性能表示制度（光熱費実費換算）をスタート・住宅・オフィス等
⚫ 東京都太陽光搭載義務化…大手分譲メーカー・大手ハウスメーカー（全国へ）
⚫ 脱炭素社会・デジタル社会加速・DX社会・大阪万博

⚫ リニアモーターカー
2027年…全線2045年

⚫ セカンドハウス時代
⚫ 一世帯二住居 三住居 複数

転換期

転換期



２０年前と
市場は一変

ストックは
工夫しなければ

余る



働き手が減る
生産性が重要





新築住宅着工件数



新築住宅着工件数（内訳）



リフォーム工事件数



2012年 2022年 2025年 2030年

国交省・環境省・経済産業省
3省合同会議開催

新省エネ基準 提言書を発表

国交省・土地建設産業局
不動産市場活性化フォーラム

ストック市場の活性化に
向けた取組・・提言書を
発表

10年後
発表

改正省エネ適合
発表

改正省エネ適合
義務化

脱炭素社会
更に強化
次世代住宅

不動産各法改正が展開へ
不動産の相続登記義務化令和6年4月より
ストック市場活性化に向けた取組が本格化へ

脱炭素社会へ急加速時代

ユーザー変化・ワークスタイル

デュアルスタイル時代
都会・地方 1世帯2住居
ストック再生・新築住宅

不
動
産
市
場
活
性
化
時
代
へ
突
入

10年
後発表

DXの崖2025年2024年建築業界の働き方改革

国の政策ロードマップ・・・法改正には時間が掛かる・・未来戦略を知る

ZEH住宅・長期優良住宅
標準化時代

新住宅産業界
脱炭素社会
レジリエンス

社会へ

住生活産業事業社…各社2025年迄の対策と2030年に向けた事業改革が重要



国土交通省・住宅局
令和５年１月

予算見直し・拡充





















２０２４年 住宅・オフィスの省エネ性能表示 ２０２３年２月１０日にとりまとめ



７等級

６等級

5等級

4等級

建築家・住宅デザイナー

HEAT20・G3

建築家・設計事務所
HEAT20・G2

自社設計＋設計デザイナー

ZEH基準・長期優良住宅

最低基準

断熱等級

２０２４年・２０２５年対応
２０２３年は「商品」が重要な時代へ



建設業界の体制について大工・職人就労者

2010年 2015年 2020年

40万2120人 35万3980人 29万7900人

大工の需要予測では
30万人程度

国勢調査
予測

大工
人数

多能工
省施工工法

2030年

約21万人

…

段取りが
重要な時代



2023年以降に変わる主な法律・ルール
2023年
１月1日

〈ドイツサプライチェーン〉
一定条件を満たす企業にサプライチェーンの人権DDなどを義務付ける
＊人権デューデリジェンス（Human Rights Due Diligence）とは、企業が増大する人権リスクを調査・特
定し、防止およびトラブルを対処する取り組みのことです。

〈米カリフォルニア州プライバシー権法(CPRA)〉
消費者プライバシー法(CCPA)による包括的な個人情報保護をさらに強化

3月 改正会社法
株主の承認なしに株主総会資料の電子提供が可能に(上場企業は義務)
23年3月1日以降に開催される株主総会から適用開始(22年9月施行)

3月まで 企業内容等の開示に関する内閣府令の改正
有価証券報告書で非財務情報(人的資本や多様性など)の開示義務

4月1日 改正民法
所有者不明土地・管理しやすくするために諸制度を見直し

改正省エネ法
一定条件の事業者に非化石エネルギー転換にに向けた中期計画の提出義務

改正エネルギー供給構造高度化法
エネルギー供給事業者に利用が求められている非化石エネルギー源に水素、
アンモニアを追加

労働基準法施行規制の改正
給料が「○○ペイ」などデジタルマネーで受け取り可能に

改正労働基準法
中小企業も月60時間超の時間労働の割増賃金率を50％に

改正育児介護休暇
1000人超にの企業に男性の育児休業取得状況などの公表を義務付け



4月 改正道路交通法
特定の条件下でシステムが車を操作する「レベル4」の自動運転が
可能に

改正個人情報保護法
国、民間とともに共通ルールを地方自治体にも適用する

4月27
日

相続土地国庫帰属法
相続等で取得した土地を国に一定要件下で返還可能に

6月1日 改正消費契約法
不当勧誘に該当する行為の類型や無効となる契約条件を追加

6月16
日

改正電気通信事業法
ウェブの閲覧履歴などを記録する「クッキー」を新たに規制

10月1
日

改正消費税法
消費税の税率や税額を請求書に正確に記載・保存するインボイス
制度開始

11月30
日まで

改正消費者審判手続特例法
消費団体による訴訟で慰謝料も請求可能に

12月ごろ 改正高圧ガス保安法
燃料電池車の水素燃料タンク検査を車検に一本化

23年春
以降

「公正な買収の在り方に関する研究会」
議論を取りまとめて指針を策定(または改訂)する見通し

23年に
本格化

女性飛躍推進法
従業員301人以上の企業に、事業年度終了から
おおむね3ヶ月以内に前年度の男女間の賃金の差異情報公開を義務
付け

23年中 「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関するガイドlライン」
事業者間の環境対策などの協調に関する独占禁止法上の考え原案

23年中
に公布

労働基準法など省令改正
労働条件の明示対象に就業場所など追加。専門業務型裁量労働制も拡充

23年度
中

改正民事訴訟法
ウェブ会議で口頭弁論が出来るように

24年
4月1日

改正不動産登記法
相続開始から3年以内に土地・建物を誰がどれだけ相続するのか
登記を義務付け

24年
5月まで

経済安全保障推進法
兵器などに転用可能な技術を対象に特許出願の非公開化制度を導入

地方の事案が手掛けやすくなると期待も！！

ウェブで口頭弁論



大変革時代

• 大手ハウスメーカーの動向

• 分譲会社の動向

全国ビルダー大変革時代へ突入し
地場住宅会社時代の変化に注意

更に、購買層今後
2年～3年世代交代が始まる

住宅産業界

変化動向



地場住宅会社の取組

建築会社・工務店・リフォーム会社
住宅の商品化

重要

1

2

3

4

社内改革・業務改革・2024年働き方改革・残業なし・その他
法制化対応・社員休日・土日休める時代・次世代社員対応策

DX化・デジタルツールのコンサル依頼が多数
働き方改革と誰でも対応できる仕組み

営業改革・リアル営業とWEB営業の両立
販売スタイル改革とカタログから選ぶからセレクト・パターンで効率よく

住宅商品開発・デジタル商品化開発
セミオーダー・セレクトオーダー・パターンオーダー（省エネ義務化2024年4月実費換算制度スタート）

5 Z世代分析・要求分析とニーズ分析・家づくりが全く違う
次世代向け住宅商品時代…ハウスメーカー展示場脱却時代へ・その他具体的行動展開



• 今までと同じやり方が通用しない時代に
• 住宅造りや販売スタイルが激変するとき
• 2024年までに未来事業ビジョンを構築する必要がある

時代の流れを掴む

事業改革のポイント

1

2

3

4

世代間ギャップをなくすし消費購入者世代のトレンドとスタイルの認識を知る

フロントファサードデザイン・トレンド・話題性

商品構成・性能・工法等は差別要素にはない

営業スキーム改革で契約日数半分以下の時代へ

ZEHが標準

（仕掛けが重要）
ポイントは暮らし提案

何でも作ります・自由設計だと消費者はアクションが取りづらい



知っていますか？

大手ハウスメーカーや大手分譲会社の動きが大変革へ
ZEH住宅は標準・ライフスタイルも選べる

規格型住宅時代へ突入

省エネ設備機器搭載が標準
デザインやスタイリングをセレクト

住宅ファサードデザイン・間取スタイル
床・壁・天井・等の室内配色スタイルセレクト

最新のデザインや配色が選べる



■ 分譲メーカー＆ハスメーカー2023年の展開・・・WEB販売
HMや分譲住宅会社は主力を規格型へ

１．●●HD・・・セミオーダー
１）基本5パターンから選択 外観・間取
２）基本仕様 内装・設備・各カラー選択
３）注文住宅より価格が抑えられる住宅

※分かりやすく・選びやすく・価格が明確・トレンド性が評判

２．●●●設計・・パターンオーダー
１）規格住宅
２）土地と間取を選ぶ

３．●●ホーム・・セレクトオーダー・・・VR展示場…体験できる
１）大きさ・外観デザイン・選ぶ
２）内装・設備・等をセレクト

住宅産業界の動向‥‥規格型住宅が主力の時代



1. WEBによる効率化を価格に反映
2. WEBを駆使し完全規格型なので打合せ省力化
3. 厳選された間取りをセレクトするので着工までが
スムーズ

●●ホーム WEB限定
規格型住宅
メタバース展示場
VRモデルハウス体験

セレクトオーダー型



POINT 01
開放感と明るさに拘った
「㎥（りゅうべい）設計」

ロフト・勾配天井
（スロープシーリング）
家は、平面ではなく高さのある立体。
その高さを生かしたゆとりの設計が
「㎥設計」です。
㎡（平米：へいべい）から
㎥（立米：りゅうべい）へ。
開放的な空間を提供する三井ホームな
らではのプラスアルファの考え方です。



商品

1 オーダー型

２ 規格型

コンセプト

1

２

３

1

２

３

地域材

ZEH

スタイリング

ZEH

各世代(一次・ミドル)

シニア世代

コンセプト



商品 住宅商品化

何でも作りますでは、エネルギー表示も性能も
ライフスタイルもスタイリングも判断できない

暮らしの見える化

スタイリングデザイン＋性能＋価格＋ライフスタイル

・リフォーム・リノベーション

・リフォームパッケージ商品

・スタイリングプラン

・トレンドスタイル

・各世代セレクトスタイル

・家具インテリア・家電等々セット



販売回数

営業契約 10ヶ月 3～5ヶ月契約
現在 今後

1

２

営業マニュアル・セールストーク…トークスクリプトの用意

営業トーク… ・リスキリング研修

・ヒアリング研修

・トレンド研修

トレンドの傾向や消費者ニーズを
把握する事で、お客様に対して、

的確に営業が行え、
契約までの時間を縮め、

効率良く売上が立てれるように



住宅産業界の市場変化・新築市場・リフォーム市場

それだけではない新しい市場への取組が動き出した

住宅関連事業社・不動産事業と連携
１．市場を作り出す新事業開発とは！！

２．企業の現在までの建築総数‥‥そこにチャンスがあります

３．新築提案から資産活用ができる事業会社へ

４．金融知識と金融機関との連携が重要

５．新築住宅・リフォーム・事業 ＋ 企画力・提案力・相続相談力等



ストック市場

信託銀行

金融機関

大手住宅メーカー
ストック市場

首都圏でも各金融機関と連携が始まっている・・・・ストック市場
資産活用から売却・再生事業など様々な動きが出始めています

ストック市場は戸建・集合住宅・会社等の再生が現状35年以上経過の
駆け込み相続案件や・世代交代時期と重なって市場が変化していきます

金
融
機
関
と
連
携



ストック市場・・・住宅会社の展開一つでブルーオーシャン時代へ
全国での市場対策は地場ビルダーが優位：地域密着と金融機関と連携

地域市場に
ブランド力

重要
（絶対条件）

各住宅事業社
信頼度・安心度

アフターサービスが重要
ヒアリング力研修が重要

各金融機関と連携
受注を拡大を目指す

信頼と実績
武器に展開

資産活用
移住住替え

様々な要望対応
ストック市場
新しい事業化

40年50年前

のお客様

世代交代

35年～40年

一人暮らし

資産相談

事業廃業

オーナー

資産家の土

地活用提案
AP再生事業

各住宅関連事業社：地域ごとに分析と取組をいち早く行動へ移す時代



総住宅数・空き家数・空き家率シミュレーション

今後の空き家率シミュレーション結果

特措法施行後の水準が継続するシナリオ②では、2038年の空き家率は、20.9％だが、
2008-12年度の水準に戻るシナリオ①では、31.0％まで上昇
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2030年の不動産事業のまとめ

高齢化・人口減少 空き家・空き地の増加
1 2

高齢化と人口減少に伴う課題

2023年をピークとして、家族世帯数
が減少する単独世帯が増えてきて、
空き家や空き地も増えています。

現在の日本では、
空き家が総数約820万戸あります。

そこに空き地も含めると、
膨大な空室率となり、

2030年には2,000万戸以上の予想です。

3人に1人が



ストック型
社会の実現

安心・安全な
不動産取引の実現

多様なライフスタイル

地方創生の実現

エリアの価値向上 新たな需要の創出 全ての人が安心して
暮らせる住まいの確保

不動産教育
研究の充実

・住宅市場の活性化、空き家等の活用
・不動産の「たたみ方」にも配慮
・残せる「不動産」

・安全・安心な不動産取引
・宅建業法など制度の適正な運用徹底を
・高齢化、
グローバル化に対応した紛争防止

・地方を拠点とした活動展開の検討
・地域資源の活用など、関係者に
よる積極的な議論

・地域ニーズを掘り起こし、
不動産最適活用を通じて、エリア
価値、不動産価値の相乗的な向上

・高齢化、外国人対応など新たな
ニーズの確実な取り込み

・複数不動産の所有・活用促進

・単身高齢者、外国人、子育て世帯な
どすべての人が安心して暮らせる
住まいとサービス

・不動産に対する国民の理解促進に
向け様々な機会を通じた不動産
教育の充実

デュアルライフ
(2拠点)

マルチハビテーション
(複数の住居)

貸す 建てる

不動産業界の将来像



不動産の価格形成も変容

一般的
要因

個別的
要因

地域
要因

常に変化し
相互に作用

環境認証の
有無

SDGs
ESG

気象・気候

災害発生
リスク

BCP
防災・耐震

地域冷暖房 ICT・IoT

環境性 安全性・継続性

健康性・快適性

不動産価格の決定



リフォーム・営繕修繕

1

コンサル
営業研修

提案していく時代
選んで下さいは？？？

2

エネルギー
リフォーム時代

・IoT家電対応
・省エネ対策
・能力・知識の強化

3

ツール開発

各世代別にリフォーム
提案できるツール開発

4

開発

リフォームパッケージ
商材と価格設定…㎡価
格等の開発毎回積算に
時間をかけない

・メニュー化
・開発が重要

5

メニュー化

太陽光発電・蓄電池・
等の災害パッケージ商
品セットメニュー化

新しい営業スタイルへ



ストックビジネス

1

ストック
市場への転換期

・住関連事業社から
ストック市場への転換期

・何ができる会社の周知
・事業コンセプトに再生事業
・古いから驚きのスタイルへ

2

集客

・市場要求を見込んで
事前にイベントで集客

・ライフスタイル提案と
間取提案

3

従来顧客が
主力ターゲット

・従来顧客が
主力ターゲット資産活用

・資産売却
・資産事業性から考える
・賃貸収益事業・等

4

ストック
再生事業

ストック住宅再生事業AP再生
・店舗併用住宅
・オフィース等
・多岐にわたる事業展開

5

一般住宅の
買取再販

・一般住宅の買取再販

・主力の事業時代へ購入
ターゲット世代別に未来
で間取り変更ができる
プラン

新築市場からストック市場拡大



建築資材・物流事業社

未来に向けた事業改革



「働き方」について対策が急務

• 働きやすい環境
• 土日休める会社
• いつでも有給が取れる

次世代人材
御社は入りたい会社ですか

• 若い人材が入社したくなる会社
• やりがい・楽しい
• 喜ばれる

新人からすぐに仕事ができる
ワークフローが重要(DX化)



時代・世代・市場の変化に気づく

住宅産業界

事業スタイルの大変化時代
市場の変化を知っていますか

住宅販売スタイルに大変化

10カ月かかっていた契約が
●●●迄になった

見込み客が2.5倍以上

働き方改革

2023年4月から一般企業
建築労働系は2024年4月～

新しい事業スタイルに向かます

ターゲット世代Y/Z世代へ

設計センス
トレンドスタイル
話題の暮らし方



事業改革対策(流通事業社)

1

2

3

4

若い人材が入社したくなる企業改革が重要

活躍できる事業スタイルに改革

デジタルツールで高効率化・・・DX化へ

働く環境を明確化する・・・営業なのか？配送なのか？事務なのか？

やりがいがある、新しい事業なのか？

土曜日 日曜日 休日は標準・・有給

仕事が楽しい・働きがいがある・取引先に喜ばれている

5

６

７



会社雇用体制

終身雇用崩壊
社員の向上心や努力意識を保つことができず、求める労働生産性を確保できない可能性があります。
終身雇用制度は、あくまでも好景気を前提とした雇用制度です。

日本では今後キャリアチェンジが主流の働き方へ
現在の欧米では学卒後・就職→学び直し→再就職→学び直し→再々就職......と周期的に学びの期間を
設ける自分が得意な仕事・やりたい仕事を今一度見直した上で、
時には転職やキャリアチェンジを考えながら、上手く仕事を渡り歩いていくことが求められます。

年功序列制度崩壊
年功序列にはデメリット。主に、優秀な若手社員の確保が困難であること・ベテラン社員比率が
高まることによる人件費の負担増・生産性が高まりづらくなることです
若手のモチベーションが上がらない・生産性が上がらない・時代に合わない営業スタイル

1

2

3

4 成長時代の雇用制度から新しい雇用世代が始まる

各世代ごとにチャンスがありやりがいや楽しさ・ワークスタイルがチェンジする時代です



企業改革の重要性

各企業は、これらの課題を解決していく必要があり、
喫緊の対応を求められています。

脱炭素社会
カーボン

ニュートラル
働き方改革

次世代人材の育成 DX

課題

早い段階で企業改革が重要



従来との比較

旧 新

住宅産業界

残業あり

土日仕事

古い体制

アナログ

年功序列

メンバーシップ
住宅産業界

残業なし

土日休日

新たな

販売営業

デジタル

全世代飛躍

ジョブ型

次世代人材が、やりがいを持ち能動的に動ける企業を目指す。

2025年がターニングポイント



ミクロ環境・現状分析

課題

人材の育成

部門間の連携

社員が高齢化
後継者がいない

人材不足

取引先向けサービス

営業・配送・施工

年功序列型
給与・休日・休暇の3K

働き方 取り組み

未来事業があるのか

やりがい

仕事は楽しいか

土日休めているか

脱・属人化してますか

指導者の経験で

非効率な事務処理
のままですか

社内コミニュケーション

リカレント育成
知っていますか

受発注業務・積算
効率化を進めていますか

DX化は進んでいますか

全世代・活躍時代

世代交代

消費者も世代交代



マクロ環境(PEST分析)
世の中の環境が企業に与える影響を分析

政治： Politics

社会： Society

経済： Economy

技術： Technology

・人口減少、超高齢化社会

・団塊世代の後期高齢化

・情報化の加速

・女性の社会進出

・住宅価格の高騰で中古住宅の人気が高まる

2023年01月:電子帳簿保護法

2023年10月:インボイス制度

2023年04月:労働時間法制の厳格化(割増50％以上)

2024年04月:時間外労働の上限規制適用(上限規制開始)

2025年 :全ての新築住宅・建築物は省エネ基準適合義務化

・断熱改修・長期優良化の補助金・中古流通促進策

•賃金の改定
ユニクロを運営するファーストリテイリングが、
今年3月から国内の従業員の年収を平均15％、
職種によって最大4割引き上げることを発表。

•働き方
日立製作所国内で働く16万人を含め世界中の
従業員30万人をジョブ型の人事制度へ(2020年)

•消費者の動き
在宅ワークの増加・共働き世帯の増加

・災害リスクの懸念

政治の要因は？ 政治の要因は？

社会のトレンドは？ 技術の影響は？

・デジタル化サービス開発

・バーチャル展示場、3Dプリンターを使った一般向け住宅

・耐震・制震・断熱施工技術の向上

・住宅診断、査定技術の向上

・エネルギー関連の開発、脱炭素促進



協力体制への強化

取引先事業者との連携

脱炭素社会へ取組・対策

脱炭素に対する動きを進めることで、
「取引先」「社員」「お客様」からも選ばれる会社へ。

新しい住宅産業界を目指しましょう。

重要

新築住宅は、「消費エネルギー実費換算制度表示」
「省エネ適合義務化」により「 ZEH住宅が標準化」

商品商材がすべて決まってからの発注へ。
１件の住宅現場の納材ルールや配送ルール等
有料賃金や物流改革時代のチャンスが来ます。
更に、事業のDX化に向けた取組が重要。

安定供給の構築



まとめ

１．受発注業務のDX化・取引先・仕入先との連携が重要

２．DXの崖・経済産業省2025年・高効率化を進め誰でもが対応できる事業会社へ

３．誰でも対応できるシステムを構築（属人化をなくす）

４．各企業の事務作業だけではなく社員の働き方改革重要

５．残業なし・育休・長期休暇・土日休める・リカレント教育

■ 各企業との連携も重要

■ 社内の課題を分析して・何が問題化を明確にする

■ 新入社員がやりがいをもって働くには業務効率改革重要



流通・建材・木材等の各会社向けの

働き方改革・市場変化に対応する研修です

市場変化に
対応する研修



Training

ビジネス研修

建築産業界・働き方改革・・施行は2024年4月～対策はお済みですか？

若い世代が働きやすい環境ですか？

会社の未来ビジョン共有化できていますか？・・・新事業は？

残業なし・土日休日・有給取得だけでは

営業・仕入れ窓口・事務（見積入力）・配送・工事・効率化できてますか？

社員の高齢化割合は？次世代人材はいますか？

貴社はやりがい・楽しい・感謝される・新人でもすぐに仕事につけますか？

国が推奨する新しい教育で指導者を育てていますか？

ZEH標準時代・商品パッケージ販売・施工付き販売・その他

工務店支援の新しいカタチご存じですか？工務店分析できてますか？

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

5



研修の目的

自社を取り巻く環境変化を捉え、
その解決策を生み出す

属人化をなくし業務全体の見直し
を図ることで高効率化を目指す

各キャリアビジョンを基に、
スキルの向上、人材育成を行い全体の底上げを行う狙い

環境・エネルギー環境に対して
の対策・住宅商品を知る

1

2

3

4

事業承継・世代交代・次世代事業など

時代に合った対策が急がれます



未来に向けた 暮らしづくり＆会社づくり

方針 戦略

どこに向かう どうやる

Where How to

強み 差別化

現在の会社
整理

次に必要な
要素

ここで各段の差がつく


	既定のセクション
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52
	スライド 53
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61
	スライド 62


